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毎月ゼロの日（10日・20日・30日）は、テレビやゲームを一休みして家族で読書をするなど、ふれあいの時間として過ごしましょう　問生涯学習課☎70・5658

　

国
民
健
康
保
険
税
は
、
納
税

義
務
者
で
あ
る
世
帯
主
が
納
め

る
保
険
税
を
医
療
費
に
充
て
る

こ
と
で
、
加
入
者
の
健
や
か
な

暮
ら
し
を
支
え
合
う
制
度
で

す
。
課
税
額
は
①
〜
③
の
合
計

で
す
。

　

①
国
保
医
療
費
に
充
て
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礎
課
税
額
②
国
保
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後
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者
医
療
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度
へ
拠
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す
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
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額
③
40
歳
〜
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歳
の
被
保
険

国
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険
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康
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軽
減
基
準
が
変
更
に

軽
減
基
準
が
変
更
に

市県民税控除の市県民税控除の
追加申告追加申告

　昨年分の所得税と復興特別所得税の
確定申告は、公的年金などの収入が
400万円以下で、他の所得が20万円以
下の年金所得者は不要です。社会保険
料・生命保険料・配偶者・扶養などの
控除を受けるには、市県民税の申告が
必要です。このため、所得税・復興特
別所得税の確定申告と市県民税の申告
をしなかった方は、市県民税の税額計
算で各種控除が受けられず、収入が変
わらないのに例年より市県民税が割高
になっていることがあります。
　申告は①印鑑②申告する方と、被扶
養者のマイナンバー確認書類③申告す
る方の本人確認書類（運転免許証・健
康保険証など）④昨年分源泉徴収票⑤
支払社会保険料の年間集計額（国民年
金保険料がある場合は保険料の証明
書）⑥各種控除証明書⑦医療費控除の
明細書か昨年分の医療費の領収書と健
康保険などから戻ってきた金額のわか
るもの―を持参し、課税課（☎70・
5611）へ直接。
　問同課。

介
護
保
険
料
の
納
付
方
法

介
護
保
険
料
の
納
付
方
法

者
が
介
護
保
険
制
度
へ
負
担
す

る
介
護
納
付
金
課
税
額
。

　

税
制
改
正
で
、
４
月
１
日
か

ら
課
税
限
度
額
が
表
１
の
と
お

り
引
き
上
げ
ら
れ
、
保
険
税
軽

減
の
基
準
が
表
２
の
と
お
り
変

更
さ
れ
ま
し
た
。
な
お
、
保
険

税
率
な
ど
は
変
わ
り
ま
せ
ん
。

年
金
か
ら
差
し
引
く

特
別
徴
収
対
象
世
帯

　

65
歳
〜
74
歳
の
国
保
被
保
険

者
の
み
で
構
成
さ
れ
る
世
帯
で

は
、
原
則
と
し
て
世
帯
主
の
年

金
か
ら
の
差
し
引
き
と
な
り
ま

す
。
次
の
①
〜
⑤
の
全
て
に
該

当
す
る
世
帯
主
が
対
象
で
す
。

今
年
度
中
に
世
帯
主
が
75
歳
に

な
る
世
帯
は
、
国
保
の
資
格
を

失
う
た
め
対
象
外
で
す
。

　

①
国
保
の
被
保
険
者
全
員
が

65
歳
〜
74
歳
②
世
帯
主
が
国
保

に
加
入
し
て
い
る
③
年
金
給
付

額
が
年
18
万
円
以
上
④
介
護
保

険
料
を
年
金
か
ら
差
し
引
か
れ

て
い
る
⑤
国
保
税
と
介
護
保
険

料
の
合
計
額
が
、
差
し
引
き
の

対
象
と
な
る
年
金
給
付
額
の
２

分
の
１
を
超
え
な
い
。

６
月
中
旬
に
納
税
通
知
書
発
送

　

特
別
徴
収
の
対
象
者
を
含
め

て
、
今
年
度
の
納
税
通
知
書
を

６
月
中
旬
に
送
付
し
ま
す
。
年

金
か
ら
差
し
引
か
れ
て
い
る
方

が
口
座
振
替
を
希
望
す
る
場
合

は
、
保
険
年
金
課
ま
で
問
い
合

わ
せ
て
く
だ
さ
い
。
今
年
度
か

ら
新
た
に
特
別
徴
収
の
対
象
と

な
る
方
は
、
10
月
以
降
の
年
金

か
ら
保
険
税
が
差
し
引
か
れ
る

の
で
、
９
月
ま
で
は
納
付
書
で

納
付
し
て
く
だ
さ
い
（
併
用
徴

収
）。

　

問
同
課
☎
70
・
５
６
１
７
。

区分 ①基礎課税額 ②後期高齢者
支援金等課税額

③介護納付金
課税額

所得割
額

5.60% 1 .95% 1 .80%

（総所得金額－33万円）×上の率

均等割
額 1 万6800円／人 6800円／人 6000円／人

平等割
額

1 万9200円／
世帯 7200円／世帯 6000円／世帯

限度額
58万円
(昨年度は
54万円）

19万円 16万円

表１　保険税の税率・金額・限度額

※限度額以外の税率（額）は昨年度から変更なし

基　　　準 割　合

世帯主と被保険者（特定同一世帯所属者含む）
の合計所得が33万円以下 ７割

世帯主と被保険者の合計所得がＡ以下
Ａ＝27.5万円（注１）×（世帯に属する被保険
者数＋世帯に属する特定同一世帯所属者数）＋
33万円
注１　改定前は27万円

５割

世帯主と被保険者の合計所得がＢ以下
Ｂ＝50万円（注２）×（世帯に属する被保険者
数＋世帯に属する特定同一世帯所属者数）＋
33万円
注２　改定前は49万円

２割

表２　保険税軽減の基準と割合（改定後）

※世帯主は被保険者でない「みなし世帯主」を含む
※特定同一世帯所属者とは、国保から後期高齢者医療制度の
被保険者になり、その後世帯主が変わることなく、継続し
てその世帯にいる方のこと

　

介
護
保
険
制
度
は
、
40
歳
以

上
の
方
が
納
め
る
保
険
料
と
公

費
で
、
介
護
を
社
会
全
体
で
支

え
合
う
仕
組
み
で
す
。
納
付
方

法
は
次
の
と
お
り
で
す
。

  

65
歳
以
上
の
方

　

介
護
保
険
料
額
決
定
通
知
書

を
６
月
中
旬
に
送
付
し
ま
す
。

　

所
得
段
階
ご
と
の
保
険
料
年

額
や
対
象
者
の
区
分
が
変
わ
っ

た
の
で
、
詳
し
く
は
広
報
あ
や

せ
４
月
15
日
号
を
見
て
く
だ
さ

い
。

　
「
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・

第
７
期
介
護
保
険
事
業
計
画
」

に
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
見
込

み
量
の
ほ
か
、
保
険
料
の
基
礎

と
な
る
数
値
な
ど
を
掲
載
し
て

い
る
の
で
、
詳
し
く
は
市
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
を
見
て
く
だ
さ
い
。

①
特
別
徴
収

　

老
齢
・
退
職
・
障
害
・
遺
族

年
金
を
年
18
万
円
以
上
受
給

し
、
昨
年
度
に
介
護
保
険
料
を

年
金
か
ら
差
し
引
か
れ
た
方

は
、
今
年
２
月
と
同
額
を
４
・

６
・
８
月
に
年
金
か
ら
差
し
引

く
仮
徴
収
と
な
り
ま
す
（
所
得

の
変
動
な
ど
に
よ
り
、
８
月
介

護
保
険
料
を
増
減
し
、
10
月
以

降
の
保
険
料
と
調
整
す
る
場
合

が
あ
り
ま
す
）。

　

６
月
に
決
定
す
る
今
年
度
の

年
間
保
険
料
か
ら
仮
徴
収
分
を

引
い
た
残
額
を
10
・
12
月
、
来

年
２
月
に
分
け
て
、
本
徴
収
と

し
て
差
し
引
き
ま
す
。

　

今
年
の
２
月
１
日
ま
で
に
65

歳
に
な
っ
た
方
や
転
入
し
た
方

な
ど
は
、
特
別
徴
収
の
開
始
が

４
・
６
・
８
月
の
い
ず
れ
か
に

な
り
ま
す
。

②
普
通
徴
収

　

特
別
徴
収
の
対
象
で
な
い
方

に
は
、
６
月
〜
来
年
３
月
分
の

納
付
書
を
郵
送
す
る
の
で
、
金

融
機
関
か
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス

ト
ア
に
持
参
し
て
納
め
て
く
だ

さ
い
。
口
座
振
替
を
希
望
す
る

方
は
、
高
齢
介
護
課
か
市
内
金

融
機
関
に
あ
る
用
紙
に
記
入
・

押
印
の
上
、
金
融
機
関
窓
口
へ

提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

③
併
用
徴
収

　

今
年
２
月
２
日
〜
４
月
１
日

に
65
歳
に
な
っ
た
方
や
転
入
し

た
方
な
ど
は
、
６
月
〜
９
月
が

普
通
徴
収
、
10
月
以
降
は
特
別

徴
収
に
な
り
ま
す
。

  

40
〜
64
歳
の
方

　

国
民
健
康
保
険
税
な
ど
の
医

療
保
険
料
と
一
緒
に
納
め
ま

す
。
算
出
方
法
は
医
療
保
険
に

よ
っ
て
異
な
る
の
で
、
詳
し
く

は
加
入
し
て
い
る
医
療
保
険
者

に
問
い
合
わ
せ
て
く
だ
さ
い
。

　

問
同
課
☎
70
・
５
６
３
６
。

相談の名称（相談無料） 日時（祝日・振り替え休日の閉庁日は除く）・相談内容など 問

６　

月　

の　

相　

談

予　

約　

制

法律相談（弁護士） 毎週水曜日13時～16時30分（予約は前週の相談日８時30分から）

市民課☎70・5605
夜間法律相談（弁護士） 14日・28日の各木曜日18時～20時30分（予約は前週の木曜日８時30分から）
司法書士相談（司法書士） 19日（火）13時～16時。不動産登記、成年後見人の手続きなどに関すること（予約は１か月前の相談日８時30分から）
行政書士相談（行政書士） ４日（月）13時～16時。相続・遺言・各種許認可の手続書類作成に関すること（予約は１か月前の相談日８時30分から）
不動産相談（専門相談員） 18日（月）13時～16時。不動産に関すること（予約は１か月前の相談日８時30分から）
ひとり親家庭の相談（母子・父子自立支援員）毎週火～金曜日９時15分～12時15分・13時～17時。暮らし、子ども、就職、福祉資金貸し付けなど 子育て支援課☎70・5664
障がい児者相談（専門相談員） 毎週月～金曜日10時～15時。障がい児者の生活全般について 障がい児者相談支援センター

☎77・1118障がい者就労相談（専門相談員） 毎週火曜日10時～15時。障がい者の就労のための生活相談、面接同行、家庭訪問など
成人健康相談 11日（月）・25日（月）の９時30分～11時45分。生活習慣病などの相談。骨密度測定もあり

健康づくり推進課☎77・1133保健師による心の健康相談 21日（木）10時～11時30分。心の健康相談
聴覚相談 21日（木）９時～11時30分。聴覚チェックと聞こえの相談。40歳以上の方対象
シニアあったか相談（専門相談員） 毎週月～金曜日８時30分～17時。１人暮らし高齢者の心配事などについて

地域包括ケア推進課☎77・1116
在宅療養相談 毎週月～金曜日８時30分～17時。在宅での医療や介護に関する心配事など。65歳以上の方対象

ＤＶ専門相談（専門相談員） 毎週月～金曜日13時～17時。配偶者などからの暴力について
市民課☎70・5605行政相談（行政相談委員） 11日（月）13時～16時。国などの行政に関する意見や苦情

人権身上相談（人権擁護委員） 11日（月）13時～16時、305会議室。近隣トラブル、いじめ、暴力など
保育入所相談（保育コンシェルジュ） 毎週月～金曜日９時～12時15分・13時～16時。保育所ほか子どもの預け先など 子育て支援課☎70・5615
妊娠・出産・子育て総合相談 毎週月～金曜日８時30分～12時15分・13時～17時。妊娠・出産・子育ての悩み、児童虐待について（電話可）

健康づくり推進課☎77・1133いきいき健康・食事相談 毎週月～金曜日８時30分～12時15分・13時～17時。健康・栄養・酒害相談など
高齢者ヘルスアップ相談 ４日（月）10時～11時30分、高齢者福祉会館。健康相談、心の健康相談　
消費生活相談（専門相談員） 毎週月・火・木・金曜日10時～12時・13時～16時。訪問販売・商品のトラブルなど（電話可） 消費生活センター☎70・3335
教育相談 毎週月～金曜日８時30分～17時。子どもの教育・生活に関する心配事、悩みなど 教育研究所☎79・0222
青少年相談（Ｅwm.777830@city.ayase.kanagawa.jpでも可） 毎週月～金曜日９時～17時。子ども・若者（中学卒業～29歳）の悩み、非行、ひきこもりなど 青少年相談室☎77・7830
障がい児相談（専門相談員） 毎週月～金曜日８時30分～17時。発達が気になる児童や心身に障がいのある児童について もみの木園☎76・6770


